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1　はじめに




　令和 2 年 11 月 18 日，最高裁判所大法廷は令和元年 7 月 21 日施行の参議院議員通常選
挙に関する選挙無効訴訟について合憲判決を下した（1）。この参議院議員通常選挙は，平成




　参議院選挙区選挙に関連する公職選挙法の改正をみると，近年では平成 27 年と平成 30
年に改正が行われている。平成 27 年には，参議院における議員定数不均衡を解消するこ
とを目的として，4 県 2 合区を含む「10 増 10 減」の定数改正が行われている（平成 27 年
法律第 60 号によるもの。以下，「平成 27 年改正公職選挙法」とする）。この改正により，
鳥取県と島根県，徳島県と高知県はそれぞれ合区され，定数が 2 人へと改められ，北海道，
東京都，愛知県，兵庫県，福岡県はそれぞれ定数を 2 増，宮城県，新潟県，長野県は定数
を 2 減とされた。平成 30 年改正では，埼玉県選挙区の定数が 2 増され，参議院選挙区選
出議員の定数は 146 人から 148 人となった（2）。
　この定数配分規定のもとで行われた令和元年の参議院議員通常選挙における最大較差は
は，前回選挙である平成 28 年 7 月 10 日の 3.08 倍から 3.00 倍に縮小しているが（3），全国
の高等裁判所で 16 件の選挙無効訴訟が提起され，その内 14 件で合憲（4），2 件で違憲状態（5）
（1） 最大判令和 2 年 11 月 18 日判例タイムズ 1480 号 62 頁（令和 2 年（行ツ）第 78 号　選挙無効請求事件）。なお，
本件選挙に関しては，東京都選挙区と神奈川県選挙区の選挙人による選挙無効訴訟（令和 2 年（行ツ）第 78
号）と，東京都選挙区ほか 40 選挙区の選挙人による選挙無効訴訟（令和 2 年（行ツ）第 28 号ほか　選挙無
効請求事件）がある。本項では前者の判決を用いて論じる。本判決に関する評釈として，安念潤司「参議院
定数配分不均衡訴訟の来し方―最大判令和 2・11・18 に接して」論究ジュリスト 36 号 216 頁（2021），池原
桃子「公職選挙法 14 条，別表第 3 の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」ジュリスト
1558 号 80 頁（2021），斎藤一久「2019（令和元）年参議院議員選挙と投票価値の平等」法学教室 488 号 52
頁（2021），吉川智志「令和元年参議院議員通常選挙における平成 30 年改正後の定数配分規定の合憲性」
TKC ローライブラリー　新・判例解説 Watch憲法 No.184（2021）。
〔論　説〕
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との判決が下された（6）。
　本稿では，令和 2 年 11 月 18 日最高裁判所大法廷判決について検討するものである。ま
た，選挙制度の仕組みについての見直しを求めた平成 24 年（7）と平成 26 年（8）の最高裁判所
大法廷判決と平成 27 年公職選挙法改正を経たのちの平成 29 年最高裁判所大法廷判決（9）に
ついて，本判決ではどのように解釈されているのか，また本判決とどのように関連づける
ことができるのかについて論じたい。
2　令和 2年 11 月 18 日最高裁判所大法廷判決
　令和元年 7 月 21 日に行われた参議院議員通常選挙について，東京都及び神奈川県選挙




（2） 平成 30 年改正公職選挙法は，参議院比例代表選挙についても改正を行なっている。これにより，参議院比









（3） 令和元年 7 月 21 日施行の参議院議員通常選挙については，比例代表選出議員の選挙における特定枠の合憲
性についても最高裁判所は判断を下している。最大判令和 2 年 10 月 23 日裁判所ウェブサイト参照（令和 2
年（行ツ）第 79 号　選挙無効請求事件）。本判決に関する評釈として，島原啓之「参議院比例代表選挙にお
けるいわゆる特定枠制度の合憲性」TKC ローライブラリー　新・判例解説 Watch憲法 No.182（2021）。
（4） 仙台高裁秋田支判令和 1 年 10 月 25 日判例時報 2438 号 40 頁（2020），名古屋高裁金沢支判令和 1 年 10 月 29
日判例時報 2453 号 3 頁（2020），大阪高判令和 1 年 10 月 29 日裁判所ウェブサイト参照，東京高裁令和 1 年
10 月 30 日裁判所ウェブサイト参照，福岡高裁宮崎支判令和 1 年 10 月 30 日判例時報 2436 号 11 頁（2020），
広島高裁岡山支判令和 1 年 10 月 31 日裁判所ウェブサイト参照，仙台高判令和 1 年 11 月 5 日 LEX/DB 文献
番号 25564284，広島高裁松江支判令和 1 年 11 月 6 日裁判所ウェブサイト参照，名古屋高判令和 1 年 11 月 7
日裁判所ウェブサイト参照，福岡高判令和 1 年 11 月 8 日裁判所ウェブサイト参照，広島高判令和 1 年 11 月
13 日裁判所ウェブサイト参照，福岡高裁那覇支判令和 1 年 11 月 13 日裁判所ウェブサイト参照，広島高判令
和 1 年 11 月 26 日 LEX/DB 文献番号 25564698，東京高判令和 1 年 12 月 4 日裁判所ウェブサイト参照。
（5） 高松高判令和 1 年 10 月 16 日判例時報 2437 号 3 頁（2020），高松高判に関する評釈として，毛利透「2019 年
参議院議員通常選挙における投票価値較差の合憲性」法学教室 480 号 113 頁（2020）。札幌高判令和 1 年 10
月 24 日裁判所ウェブサイト参照。
（6） 本判決に関する高裁判決について，新井誠「2019 年参議院議員選挙区選挙の『一票の較差』訴訟をめぐる高
裁諸判決」判例時報 2454 号 133 頁（2020）。
（7） 最大判平 24 年 10 月 17 日集民 241 号 91 頁。
（8） 最大判平 26 年 11 月 26 日民集 68 巻 9 号 1363 頁。
（9） 最大判平 29 年 9 月 27 日民集 71 巻 7 号 1139 頁。
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は平成 27 年に導入された合区と合区に対する批判を踏まえた平成 30 年改正への経緯につ
いて，以下のように評価している。
　選挙区選出議員選挙に関して，平成 30 年改正公職選挙法は平成 27 年改正公職選挙法の
（10）最大判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。
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は一致を見ず，平成 30 年改正公職選挙法が成立した。このような平成 30 年改正公職選挙
法の経緯を見ると，同法は選挙区選出議員に関する選挙制度の基本的な仕組み自体を変更
























質的に拡大している。すなわち，本件選挙では選挙区間の較差が 3 倍を超えるのが 1 選挙
区，2.9 倍を超えるのは 4 選挙区であり，選挙人の 21.6％を占めている。平成 28 年選挙で
は，2.9 倍を超えていたのは 3 選挙区で，その選挙人の割合は全体の約 9.4％であり，今回
の選挙と比較すると約半数以下である。このように，三浦裁判官は，選挙人全体から選挙
区間における較差が 3 倍を超える選挙区の選挙人の比率に着目し，平成 30 年に公職選挙
―28―


























難であったとする。すなわち，平成 29 年大法廷判決は，平成 27 年改正公職選挙法が平成
24 年大法廷判決，平成 26 年大法廷判決の趣旨に沿う形で較差の是正を図っていると評価
しており，投票価値の不平等を憲法に違反すると判断するに至っていない。また，同判決
は，選挙制度の仕組みの見直しや較差のさらなる是正の指摘をしていない。本件選挙は，










































































































　平成 30 年改正公職選挙法は，合区を維持した上で，選挙区選出議員の定数を 2 人増員し，
それを埼玉県に配分するという改正をしているが，この改正は都道府県を選挙区の単位と
することが投票価値の不均衡を生じさせる原因であるという問題点になんらの改善をもた
らすものではない。つまり，平成 30 年改正公職選挙法は，平成 24 年大法廷判決が要請し
た選挙制度の抜本的な改革がなされた，あるいはなされつつあることを示す要素がないと









































































 （2021.5.20 受稿，2021.7.9 受理）
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〔抄　録〕
　本稿は，令和元年 7 月 21 日施行の参議院議員通常選挙に対する選挙無効訴訟に関する






とを目的として，4 県 2 合区を含む「10 増 10 減」の定数改正が行われている。この改正
により，鳥取県と島根県，徳島県と高知県はそれぞれ合区され，定数が 2 人へと改められ，
北海道，東京都，愛知県，兵庫県，福岡県はそれぞれ定数を 2 増，宮城県，新潟県，長野
県は定数を 2 減とされた。公職選挙法は平成 30 年にも改正され，埼玉県選挙区の定数が
2 増され，参議院選挙区選出議員の定数は 146 人から 148 人となり，参議院比例代表選挙
の定数は 96 人から 100 人とされ，新たに特定枠制度が導入された。
　従来，最高裁判所は，参議院の「特殊性」（参議院の半数改選制から，各選挙区に偶数の
定数配分する）から，参議院における投票価値の較差を衆議院におけるものとは区別して
緩やかに解釈し，より大きな投票価値の較差を認めてきた。また，近年では，最高裁判所は，
投票価値の平等を実現するための国会の取り組みのプロセスを評価する傾向にある。
　本稿は，近年の判例の動向を踏まえながら，令和元年判決を評釈することによって，較
差是正を目指す継続的な国会での取り組みが最高裁判所における合憲性審査の中でのどの
ように評価されるのかという点について考察を試みるものである。
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合原理映：参議院議員定数不均衡訴訟における最高裁判所の合憲性審査（1）
